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○ ＮＤＢ、ＤＰＣ、病床機能報告制度、診療報酬の施設基準の届出状況等の報告等
で得られたデータについて、データベース化を進め、省内各部局や、将来的には
外部の方にも活用できるよう検討。

○ データベース化された情報を活用することで、統計調査を含め、調査項目の削減
を検討。

対応方針

・医療機関等の負担軽減

・医療機関をはじめとする外部への医療データの公開の検討

医療データの効率的な活用について

（例）
○ ＮＤＢのレセプトデータは、すでに、社会医療診療行為別調査の集計で活用している。

○ 病床機能報告における「救急告示病院の有無」「医療機器の台数（10項目）」等のデータについて、
調査に活用できるよう検討する。

○ 現在データベース化されていないＤＰＣデータ、診療報酬の施設基準の届出状況等の報告で得ら
れたデータについても、データベース化を進め、調査への活用を検討する。
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厚生労働省が保有する主な医療情報
ＮＤＢ

（レセプト情報・特定健診等情
報データベース）

病床機能報告制度 ＤＰＣデータ
診療報酬の施設基準の
届出状況等の報告

主 な 項 目

○レセプトデータ
・傷病名
・診療開始日、診療実日数
・医療機関コード
・点数項目 等
○特定健診･保健指導データ
・受診情報（実施日等）
・健診結果･問診結果
・保健指導レベル 等

○医療機能
○構造設備・人員配置等
に関する項目
（許可病床数、職員数、診
療科等）
○具体的な医療の内容に
関する項目
（レセプトを活用）

○ＤＰＣ対象病院等の退
院患者ごとの
・簡易診療録情報
・診療報酬請求情報
・施設情報（病床数、入院
基本料等加算、地域医療
指数における指定状況
等）

・入院基本料の届出情報
・有床診療所入院基本料
の届出情報
・在宅療養支援診療所の
届出情報
・回復期リハビリテーション
病棟の届出情報
等

報 告 主 体
保険者
後期高齢者医療広域連合

一般病床・療養病床を有
する病院・有床診療所

ＤＰＣ対象病院、ＤＰＣ準備
病院、データ提出加算届
出病院

保険医療機関

報告の頻度
（ 時 期 ）

毎月
年１回
（７月１日現在等）

年４回（３か月分）
（７月・10月・１月・４月）

年１回
（７月１日現在）

集 計 － － 約30表 －

公 表 － 都道府県ＨＰ
厚生労働省ＨＰに集計結
果を掲載

地方厚生局ＨＰに医療機
関一覧を掲載

公表以外の
データ提供

レセプトデータ、特定健診等
データ、依頼に応じた集計表、
サンプリングデータセットの提
供申出を随時受付

－ － －

情報の所在厚生労働省 都道府県（厚生労働省） 厚生労働省 厚生労働省（地方厚生局）

データベース構築済み データベース構築を検討データベース構築中
（平成29年度完成予定）

平成27年度より都道府県
HPにおいて公表予定 2



厚生労働省が行う主な統計調査

医療施設調査 病院報告（従事者票） 患者調査 病院報告（患者票）

主 な 項 目

名称、所在地、開設者、診療科目、
設備、従事者の数及びその勤務
状況、許可病床数、社会保険診
療の状況、救急病院・診療所の
告示の有無、診療及び検査の実
施状況 等

病院の職種別従事者数
性別、出生年月日、住所、受療の
状況、診療費等支払方法、紹介
の状況、来院時の状況 等

病床の種類別在院患者延数・月

末在院患者数・新入院患者数・退
院患者数等

報 告 主 体
病院
一般診療所
歯科診療所

病院
病院
一般診療所
歯科診療所 ※抽出

病院
療養病床を有する診療所

報告の頻度
（ 時 期 ）

動態調査：毎月
静態調査：３年に１回
（10月１日現在）
※次回は平成29年

年１回
（10月１日現在）

３年に１回
（10月の指定する１日）
※次回は平成29年

毎月

集 計全項目を集計（344表） 全項目を集計（24表） 全項目を集計（260表） 全項目を集計（103表）

公 表
厚生労働省ＨＰ等に集計結果を
掲載

厚生労働省ＨＰ等に集計結果を
掲載

厚生労働省ＨＰ等に集計結果を
掲載

厚生労働省ＨＰ等に集計結果を
掲載

公表以外の
データ提供

調査票データ、依頼に応じた集計
表の提供に随時対応

調査票データ、依頼に応じた集計
表の提供に随時対応

調査票データ、依頼に応じた集計
表の提供に随時対応

調査票データ、依頼に応じた集計
表の提供に随時対応

情報の所在厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省 厚生労働省

調査事項の
見直し時期

平成２９年１０月 平成２８年１０月 平成２９年１０月 平成２８年１０月
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（参考資料）



ＮＤＢについて



レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）概要

全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正化計画の作成、実施及び評価に資する
ため［高齢者の医療の確保に関する法律第16条］

利用目的

厚生労働大臣 （注）外部事業者に維持管理を委託

保有主体

・レセプトデータ 約86億3,700万件［平成21年4月～平成26年9月診療分］※平成26年11月時点
・特定健診・保健指導データ 約1億2,000万件［平成20年度～平成24年度実施分］

（注１）レセプトデータについては、電子化されたデータのみを収載
（注２）特定健診等データについては、全データを収載
（注３）個人を特定できる情報については、固有の暗号に置換することで、個人の診療履歴の追跡可能性等を維持しつつ、匿名化

収載データ
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→高齢者の医療の確保に関する法律・成立 （平成２０年４月施行）
→医療費適正化計画の作成、実施及び評価に資するため、厚生労働省が行う調査及び
分析等に用いるデータベースの構築へ ※保険者は、厚生労働省に対し、必要な情報を提供

○平成１９年７月～平成２０年２月
→収集するデータの範囲、データの利活用の方法等について検討し報告書としてとりまとめ

○平成２５年４月～
→２年間の試行期間における課題について対応
・レセプト情報等の提供に関するガイドラインの見直し

レセプト情報・特定健診等情報データベースの構築及び第三者提供の経緯

１．平成１８年医療制度改革

２．「医療サービスの質の向上等のためのレセプト情報等の活用に関する検討会」

４．２年の試行期間を経て本格運用

○平成２２年１２月 レセプト情報等の利活用に関する指針を告示
○平成２３年 ３月 レセプト情報等の提供に関するガイドラインの制定
○平成２３年１１月 有識者会議においてレセプト情報等の提供に関する個別事案の審査

３．レセプト情報等の提供に関する有識者会議における審査開始

５．ＮＤＢデータの民間利用

○平成２５年６月 日本再興戦略等が民間活用促進を提言
○平成２６年３月 レセプト情報・特定健診等情報データの利活用の促進に係る中間取りまとめを公表
○平成２６年６月 レセプト情報等の提供に関するワーキンググループを設置し

民間提供への集計表や利用者の範囲等を検討し平成２７年３月末までに取りまとめへ
○平成２６年７月 民間利用のための模擬申出の審査
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レセプト情報・特定健診等情報データベースのデータ件数
（平成26年11月現在）

●レセプト（21年4月～26年9月診療分）
格納件数 約８６億３，７００万件

（内訳）

●特定健診・特定保健指導（20年度～24年度分）
格納件数 約１億２，０００万件

（内訳）

21年度 約１２億１，７００万件
22年度 約１５億１，１００万件
23年度 約１６億１，９００万件
24年度 約１６億８，１００万件
25年度 約１７億２，８００万件
26年度 約 ８億８，０００万件

特定健診 約１億１，０００万件
・20年度 約２,０００万件
・21年度 約２,２００万件
・22年度 約２,３００万件

・23年度 約２,４００万件
・24年度 約２,５００万件

特定保健指導 約３１５万件
・20年度 約３９万件
・21年度 約５８万件

・22年度 約６１万件
・23年度 約７２万件
・24年度 約８４万件
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レセプト情報・特定健診等情報データベースの利用概念図

高齢者医療確保法に基づく利用 左記の本来目的以外の利用

医療費適正化計画の作成等
のための調査及び分析等

医療サービスの質の向上等

を目指した正確な根拠に基づく
施策の推進

○医療サービスの質の向上等を目
指した正確な根拠に基づく施策の
推進に有益な分析・研究

○学術研究の発展に資する目的で
行う分析・研究

（例）

○ 地域における医療機関への
受療動向等の把握 等

厚生労働省保険局総務課
医療費適正化対策推進室

厚生労働省内の他部局、他課室
関係省庁・自治体

都道府県
研究開発独法、大学、保険者中央団体、公
益法人、国から研究費用を補助されている
者（民間企業も含む） 等

有識者会議における審査

国による分析等

※データ利用の目的や必要性等について審査
※データ利用の目的として「公益性の確保」が必要

データ提供の可否の決定
データ提供の
可否について
助言

結果の公表

国が公表する結果
のほか、都道府県が、
国に対し、医療費適正
化計画の評価等に必
要な情報の提供を要
請

都道府県による分
析等
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医療機関情報
レコード

保険者レコード

傷病名レコード

診療行為
レコード

医薬品レコード

注）上記は、紙レセプトと各レ
コードの関係をイメージする
ために図示したものであり、
細部は正確ではない。

レセプト共通
レコード

患者名「サンプル７
９」の紙レセプト
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レセプトの記載内容

○傷病名
○診療開始日、診療実日数
○医療機関コード
○初診・再診、時間外等
○医学管理（医師の指導料等）
○投薬
○注射
○処置
○手術
○検査
○画像診断
○請求点数（１点につき10円） など

レセプトデータのうち、以下の項目は、同一人を特定する方策を講じた上で、匿名化のため
削除されてデータベースに収集される。

○患者の氏名 ○生年月日の「日」 ○保険医療機関の所在地及び名称 ○カルテ番号等
○国民健康保険一部負担金減額、免除、徴収猶予証明書の証明書番号 ○被保険者証（手
帳）等の記号・番号

レセプトの主な記載項目

（注１） 診療報酬明細書としての性
格から、医療機関の経営状況等
の情報は記載されていない。
（注２） 請求点数については、審査
支払機関の査定後の点数が保
存される。査定の有無はデータ
として保存されない。
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特定健診・特定保健指導データについて

特定健診、特定保健指導は、データベース上に別々のファイルで保管。主な記録されている
項目は以下のとおり。

○受診情報（実施日等）
○保険者番号
○特定健診機関情報（機関番号のみ）
○受診者情報の一部（男女区分、郵便番号）
○健診結果・問診結果
○保健指導レベル
○支援形態
○特定保健指導のポイント数 など

以下の項目は、同一人を特定する方策を講じた上で、匿名化のため削除されて、データベー
スに収集される。

○特定健診・保健指導機関の郵便番号、所在地、名称、電話番号 ○医師の氏名 ○被保険
者証の記号及び番号 ○受診者の氏名 ○受診券有効期限
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第三者提供の実施状況①
審査時期 申出者 所属機関 研究名称 提供情報 該当要件

1

H23.11

今中 雄一 京都大学
地域別医療受給・患者移動分析に基づく、医療提供体制の評価と計画に関する研
究

レセプト情報 ④

2 髙田 充隆 近畿大学 レセプト情報を用いた薬剤使用実態に関する研究 レセプト情報 ④

3 柴田亜希子 国立がん研究センター レセプト情報等を利用したがん患者数計測に関する研究 レセプト情報 ③

4 久保田潔 東京大学 乾癬の疫学研究 レセプト情報 ④

5 高橋亜由美 岐阜県健康福祉部 保健医療課 乳がん健診の実態把握のための調査研究 レセプト情報（集計表情報） ④

6 武藤 慎吾 厚生労働省医政局指導課 医療計画の見直しにあたっての適正な受療医療圏などの検討について レセプト情報 ①

7

H24.06

飯原なおみ 徳島文理大学 運転などに注意を要する医薬品の使用に関する研究 サンプリングデータセット ④

8 伊藤 弘人 国立精神・神経研究センター 向精神薬の処方パタンの探索的分析 サンプリングデータセット ①

9 俵木登美子 厚生労働省医薬食品局安全対策課 メトホルミン及びブホルミンの処方実態の分析 サンプリングデータセット ①

10 木村 通男 浜松医科大学 紹介前後の同一検査実施状態調査 サンプリングデータセット ④

11 吉村 公雄 慶應義塾大学 精神疾患と生活習慣病の合併に関する研究 サンプリングデータセット ④

12 椿 広計 統計数理研究所 併用禁止医薬品、重複投与等の処方実態研究 サンプリングデータセット ④

13

H24.09

細見 光一 近畿大学 レセプト情報を用いた薬剤併用実態に関する研究 レセプト情報 ④

14 長谷川友紀 東邦大学医学部 レセプト情報等データベースを用いた臓器・造血幹細胞移植医療費に関する研究 レセプト情報 ④

15 東 尚弘 東京大学
我が国のがん医療におけるがん診療連携拠点病院の役割および連携の実態に関
する研究

レセプト情報 ④

16 大日 康史 国立感染症研究所 感染症の患者推計 レセプト情報（集計表情報） ①

17

H25.03

山本 尚子
桑島 昭文

厚生労働省健康局疾病対策課
厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課

難病指定研究及び小児慢性特定疾患指定研究 レセプト情報 ①

18 宇都宮啓 厚生労働省保険局医療課 ナショナルデータベースを用いた癌治療の費用対効果評価 レセプト情報 ①

19 西 信雄 国立健康・栄養研究所 身体計測値に関する特定健診と国民健康・栄養調査結果の比較 特定健診等情報（集計表情報） ③
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第三者提供の実施状況②
審査時期 申出者 所属機関 研究名称 提供情報 該当要件

20

H25.09

大洞 清香 文部科学省科学技術･学術政策局企画評価課
糖尿病を中心とした生活習慣病の、全国的な合併症費用構造および、患者分布や
医療費などの試算

サンプリングデータセット ①

21 堀口 裕正 国立病院機構総合研究センター
エビデンスに基づいた診療報酬改定を行うためのレセプトデータ利活用の手法に
ついての研究

レセプト情報 ③

22 森由希子 京都大学医学部付属病院 高齢者胃がん患者における治療実態調査に関する研究 レセプト情報 ④

23 三宅 康史 昭和大学 レセプト情報を用いた夏季熱中症例の発生実態調査 レセプト情報（集計表情報） ④

24 上嶋 健治 京都大学医学部付属病院
メタボリック症候群・肥満症の臨床疫学研究－ナショナルデータベースを用いた横
断・縦断解析

特定健診等情報 ④

25 加藤 元嗣 北海道大学病院 National detabaseからみたピロリ菌除菌と胃癌診療の実態調査 レセプト情報 ④

26 梶尾 雅宏 厚生労働省医政局指導課
医療計画作成支援データベースの構築及び医療計画を踏まえた医療の連携体制
構築に関する評価の検討について

レセプト情報 ①

27 豊川 智之 東京大学 脳性麻痺児の原因別発生頻度及び脳性麻痺患者の医療費の推計 レセプト情報 ④

28

H26.03

飯原なおみ 徳島文理大学 ふらつき等の危険を有する薬の使用と骨折との関連性に関する研究 サンプリングデータセット ④

29 宮下 光令 東北大学
厚生労働省が提供するレセプト情報等を用いた終末期がん医療の実態調査及び
終末期がん医療の質評価方法の開発

サンプリングデータセット ④

30 今中 雄一 京都大学
超高齢化社会における認知症及び脳卒中の地域別・病床機能別医療実態の可視
化と関連要因の分析

レセプト情報 ④

31 西 信雄 国立健康・栄養研究所
特定健診･特定保健指導における生活習慣病予防のための運動と食事の併用効
果に関する研究

特定健診等情報 ③

32 頭金 正博 名古屋市立大学 特種集団における医薬品処方実態調査 サンプリングデータセット ④

33 小野 順子 福岡県立大学 我が国における重複受診、頻回受診、重複処方の現状 サンプリングデータセット ④

34 吉田 愛 全日本病院協会総合研究所 亜急性期入院医療管理料を算定した患者の診療内容に関する研究 サンプリングデータセット ⑥

35 今野 俊範 神奈川県保健福祉局保健医療部 在宅医療実態状況調査 レセプト情報（集計表情報） ②

36 恒石美登里 日本歯科総合研究機構 歯科治療状況と医療受療動向との関連調査 レセプト情報 ⑥

37 東 尚弘 国立がん研究センター
我が国のがん医療におけるがん診療連携拠点病院の役割および連携の実態に関
する研究

レセプト情報 ③

38 大江 和彦 東京大学医学部付属病院 ナショナルデータベースを用いた脳血管疾患の実態に関する研究 サンプリングデータセット ④

39 野口 晴子 早稲田大学 急性期心疾患患者の医療費と治療効果に関する実証的研究 サンプリングデータセット ④

40 武藤 正樹 国際医療福祉大学 後発医薬品普及促進のためのレセプトナショナルデータベース活用研究 サンプリングデータセット ④
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第三者提供の実施状況③
審査時期 申出者 所属機関 研究名称 提供情報 該当要件

41

H26.10

宇山 佳明 医薬品医療機器総合機構 各クラスの糖尿病治療薬による心血管系リスクの評価 レセプト情報 ③

42 奥村 泰之 医療経済研究機構 過量服薬の再発予防に向けた大規模レセプト情報を活用した臨床疫学研究 レセプト情報 ⑥

43 田村 寛 京都大学医学部付属病院 合併症を中心とした、糖尿病に関する包括的実態観察研究 サンプリングデータセット ④

44 飯島 里美 千葉県健康福祉部健康福祉政策課 千葉県保健医療計画及び地域医療構想の策定に係る調査分析 レセプト情報 ②

45 北波 孝 厚生労働省医政局地域医療計画課
医療計画の策定と進捗管理および地域医療構想の策定にあたっての指標となる
データの検討

レセプト情報 ①

46 宮嵜 雅則 厚生労働省保険局医療課 ナショナルデータベースを用いた費用対効果評価に関する基盤的データの整備 レセプト情報／特定健診 ①

【レセプト情報等の提供依頼申出者の範囲】

① 国の行政機関 ② 都道府県 ③ 研究開発独立行政法人等 ④学校教育法第１条に規定する大学（大学院含む）
⑤ 医療保険各法に定める医療保険者の中央団体 ⑥ 医療サービスの質の向上等をその設立目的の趣旨に含む国所管の公益法人
⑦ 提供されるデータを用いた研究の実施に要する費用の全部又は一部を国の行政機関から補助されている者
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